
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ワイヤ電極と被加工物との極間に放電エネルギを供給し、前記ワイヤ電極及び被加工物を
相対移動させて前記被加工物を加工するワイヤ放電加工方法において、
前記ワイヤ電極による加工経路のコーナ部入口から第１の所定距離前から前記放電エネル
ギを漸次低減させながら加工を行う第１の工程と、
前記コーナ部入口において前記ワイヤ電極及び被加工物の相対移動を停止させる第２の工
程と、
前記相対移動の停止を所定の判断基準により解除する第３の工程と、
前記ワイヤ電極による加工経路の前記コーナ部及びこのコーナ部通過後から第２の所定距
離通過まで、前記放電エネルギを、前記コーナ部の半径及び角度の大きさ等のコーナ形状
により決定される第１の条件と所望の加工形状精度等要求仕様により決定される第２の条
件の中の少なくともどちらかに応じた所定の低減割合にて、前記コーナ部入口から第１の
所定距離前の放電エネルギに対して低減した状態で加工を行う第４の工程と、
前記ワイヤ電極による加工経路の前記第２の所定距離通過後から第３の所定距離通過まで
前記放電エネルギを漸次増大させながら加工を行う第５の工程からなることを特徴とする
ワイヤ放電加工方法。
【請求項２】
請求の範囲１において、前記第１の工程及び第５の工程の少なくともどちらかにおける加
工において、前記放電エネルギの時間変化率を略一定とすることを特徴とするワイヤ放電
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加工方法。
【請求項３】
請求の範囲１において、前記第１の工程及び第５の工程の少なくともどちらかにおける加
工において、パルス休止時間又は平均極間電圧を距離の２次式の関数となるように変化さ
せることを特徴とするワイヤ放電加工方法。
【請求項４】
請求の範囲１において、前記第３の工程における所定の判断基準が、放電周波数が所定の
基準値以下になるか又は平均極間電圧が所定の基準値以上になるかであることを特徴とす
るワイヤ放電加工方法。
【請求項５】
請求の範囲１において、前記第３の工程における所定の判断基準が、放電周波数が所定の
基準値以下になるか若しくは前記相対移動の停止時間が基準時間以上になるか、又は、平
均極間電圧が所定の基準値以上になるか若しくは前記相対移動の停止時間が基準時間以上
になるかであることを特徴とするワイヤ放電加工方法。
【請求項６】
請求の範囲４又は５において、前記基準値として前記コーナ部の内側コーナ部及び外側コ
ーナ部に対応した別々の基準値を持ち、前記第３の工程における所定の判断基準に用いる
基準値として製品側となるコーナ側の基準値を用いることを特徴とするワイヤ放電加工方
法。
【請求項７】
請求の範囲１において、前記第２の所定距離を前記コーナ部の通過点から前記ワイヤ電極
全体が方向変換後の加工溝内に完全に入る点までの距離又はこの距離に準ずる距離とする
ことを特徴とするワイヤ放電加工方法。
【請求項８】
請求の範囲１において、前記第２の工程乃至第４の工程において、前記コーナ部加工前（
例えば前記第１の工程）における設定値よりも、ワイヤテンションの設定値を上げること
及び加工液噴流の圧力又は流量の設定値を下げること、の少なくともどちらかを行うこと
を特徴とするワイヤ放電加工方法。
【請求項９】
加工電力供給手段によりワイヤ電極と被加工物との極間に放電エネルギを供給し、加工液
供給手段により前記極間に加工液を供給し、位置決め手段により前記ワイヤ電極及び被加
工物を相対移動させて前記被加工物を加工するワイヤ放電加工装置において、
前記ワイヤ電極による加工経路のコーナ部入口から第１の所定距離前から前記放電エネル
ギを漸次低減させるように前記加工電力供給手段を制御し、
前記コーナ部入口において前記ワイヤ電極及び被加工物の相対移動を停止させ、この相対
移動の停止を所定の判断基準により解除して前記相対移動を再開するように前記位置決め
手段を制御し、
前記ワイヤ電極による加工経路の前記コーナ部及びこのコーナ部通過後から第２の所定距
離通過まで、前記放電エネルギを、前記コーナ部の半径及び角度の大きさ等のコーナ形状
により決定される第１の条件と所望の加工形状精度等要求仕様により決定される第２の条
件の中の少なくともどちらかに応じた所定の低減割合にて、前記コーナ部入口から第１の
所定距離前の放電エネルギに対して低減するように前記加工電力供給手段を制御し、
前記ワイヤ電極による加工経路の前記第２の所定距離通過後から第３の所定距離通過まで
前記放電エネルギを漸次増大させるように前記加工電力供給手段を制御する制御手段を備
えたことを特徴とするワイヤ放電加工装置。
【請求項１０】
請求の範囲９において、前記放電エネルギの制御を前記制御手段により前記加工電力供給
手段を制御することにより行う場合に、パルス休止時間又は平均極間電圧を制御すること
を特徴とするワイヤ放電加工装置。
【請求項１１】
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請求の範囲９又は１０において、前記放電エネルギを漸次低減又は増大する制御を前記制
御手段により前記加工電力供給手段を制御することにより行う場合に、前記放電エネルギ
の時間変化率を略一定とすることを特徴とするワイヤ放電加工装置。
【請求項１２】
請求の範囲１０において、前記放電エネルギを漸次低減又は増大する制御を前記制御手段
により前記加工電力供給手段を制御することにより行う場合に、前記パルス休止時間又は
平均極間電圧を距離の２次式の関数となるように変化させることを特徴とするワイヤ放電
加工装置。
【請求項１３】
請求の範囲９又は１０において、前記所定の判断基準が、放電周波数が所定の基準値以下
になるか又は平均極間電圧が所定の基準値以上になるかであることを特徴とするワイヤ放
電加工装置。
【請求項１４】
請求の範囲９又は１０において、前記所定の判断基準が、放電周波数が所定の基準値以下
になるか若しくは前記相対移動の停止時間が基準時間以上になるか、又は、平均極間電圧
が所定の基準値以上になるか若しくは前記相対移動の停止時間が基準時間以上になるかで
あることを特徴とするワイヤ放電加工装置。
【請求項１５】
請求の範囲１３又は１４において、前記基準値として前記コーナ部の内側コーナ部及び外
側コーナ部に対応した別々の基準値を持ち、前記所定の判断基準に用いる基準値として製
品側となるコーナ側の基準値を用いることを特徴とするワイヤ放電加工装置。
【請求項１６】
請求の範囲９又は１０において、前記第２の所定距離を前記コーナ部の通過点から前記ワ
イヤ電極全体が方向変換後の加工溝内に完全に入る点までの距離又はこの距離に準ずる距
離とすることを特徴とするワイヤ放電加工装置。
【請求項１７】
請求の範囲９又は１０において、前記コーナ部入口における前記ワイヤ電極及び被加工物
の相対移動の停止から、前記コーナ部通過後から第２の所定距離通過までの加工の間、前
記コーナ部加工前における設定値よりも、ワイヤテンションの設定値を上げること及び加
工液噴流の圧力又は流量の設定値を下げること、の少なくともどちらかの制御を前記制御
手段により行うことを特徴とするワイヤ放電加工装置。
【発明の詳細な説明】
技術分野
この発明は、ワイヤ電極と被加工物との極間に加工電力を供給し放電により被加工物の加
工を行うワイヤ放電加工方法及び装置の改良に関し、特にコーナ部の加工における加工形
状精度及び生産性の向上に関するものである。
背景技術
第１０図は、従来のワイヤ放電加工装置の構成を示す説明図であり、図において、１はワ
イヤ電極、２は被加工物、３はワイヤボビン、４は加工液、５ａ及び５ｂはワイヤ電極１
と被加工物２との極間に加工液４を供給する加工液供給手段である加工液ノズル、６はキ
ャプスタンローラ、７はピンチローラ、８は被加工物２の水平方向（Ｘ方向）の駆動を行
うためのＸテーブル、９は被加工物２の水平方向（Ｙ方向）の駆動を行うためのＹテーブ
ル、１０はＸテーブル８を駆動する図示しない駆動モータを制御するＸ軸サーボアンプ、
１１はＹテーブル９を駆動する図示しない駆動モータを制御するＹ軸サーボアンプ、１２
は加工電力供給手段、１３は極間電圧検出手段、１４は制御手段である。
次に動作について説明する。キャプスタンローラ６及びピンチローラ７によりワイヤ電極
１を挟持して牽引しワイヤ電極１を走行させ、ワイヤ電極１と被加工物２を対向させ、加
工液ノズル５ａ及び５ｂによりワイヤ電極１と被加工物２との極間に加工液４を供給しな
がら、前記極間に加工電力供給手段１２により放電エネルギである加工電力を供給し、位
置決め手段であるＸテーブル８及びＹテーブル９等によりワイヤ電極１と被加工物２とを
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相対移動させて被加工物２を所定の輪郭形状に加工する。前記位置決め手段によるワイヤ
電極１と被加工物２との相対位置決め制御及び電気加工条件の制御等は制御手段１４によ
り統括される。
第１１図は、従来のワイヤ放電加工装置によるコーナ部の加工例を示す説明図であり、図
において、１はワイヤ電極、２は被加工物、１５ａは外側コーナ、１５ｂは内側コーナ、
Ａ乃至Ｅの経路はワイヤ電極１による被加工物２の加工経路を示している。
第１１図の（ａ）はエッジ状コーナ部を加工する場合を、第１１図の（ｂ）は円弧状コー
ナ部を加工する場合を示している。
例えば第１１図の（ａ）に示すように、ワイヤ電極１を経路Ａ→Ｃ→Ｅと進行させて被加
工物２のエッジ状コーナ部を加工する場合、外側コーナ部１５ａ及び内側コーナ部１５ｂ
に、実線で示すような丸みを帯びただれが生じることが知られている。この原因としては
ワイヤ電極１の剛性が低いことが挙げられる。即ち、これはワイヤ電極１と被加工物２間
に生じる放電反力によって、ワイヤ電極１に撓みが生じ、ワイヤ電極１の実際の加工経路
はＡ→Ｂ→Ｄ→Ｅとなり、外側コーナ部１５ａにおいては余分に加工され、内側コーナ部
１５ｂにおいては加工残りが生じてしまうためである。また、このだれの大きさは放電反
力が大きくなる程、即ち加工速度が速くなる程大きくなり、通常の荒加工では数１０μｍ
～数１００μｍ程度になる。
また、第１１図の（ｂ）の円弧状コーナ部を加工する場合においても、同様の理由により
、ワイヤ電極１を経路Ａ→Ｂ→Ｆ→Ｄ→Ｅと進行させて加工する場合のワイヤ電極１の実
際の加工経路はＡ→Ｂ→Ｇ→Ｄ→Ｅとなり、第１１図の（ａ）と同様に外側コーナ部１５
ａ及び内側コーナ部１５ｂにおいてだれが生じる。
以上のように、コーナ部の加工においては、エッジ状コーナ部及び円弧状コーナ部にだれ
が生じ、加工形状精度が低下するという問題点があった。
このようなコーナ部の加工における被加工物のコーナ部のだれを防止する技術として、日
本国特許第２５７１０７７号公報、日本国特開平８－３９３５６号公報及び日本国特開２
０００－８４７４３号公報等が開示されている。これらの従来技術は、コーナ部の前後で
ワイヤ電極の被加工物に対する相対移動速度、電気加工条件等を変更してコーナ部の加工
中にワイヤ電極の撓みを少なくすることにより、コーナ部分の加工精度を向上させるもの
である。
しかし、これらの従来技術においては、コーナ部の加工時にワイヤ電極の撓みを少なくす
るために直線加工時よりも放電エネルギを大幅に減少させてコーナ部の加工を行っており
、加工速度の大幅な低下を伴うものである。このような加工速度の大幅な低下は、ワイヤ
放電加工装置に求められる性能として加工精度と共に加工生産性が重要視される昨今の状
況を鑑みれば、致命的な問題であると言える。
さらに、ワイヤ放電加工の断線防止電源制御やワイヤ電極線の改良に伴い、ワイヤ放電加
工の加工速度は、例えば最大加工速度で２００～２５０ｍｍ２ ／ｍｉｎ乃至３５０～４０
０ｍｍ２ ／ｍｉｎ程度まで急速に向上し、即ちワイヤ電極と被加工物との極間に投入され
る放電エネルギが増加している。従って、放電反力の増大により加工中のワイヤ電極の撓
みがより大きくなってきている。このような最近の状況下では、従来技術を用いてコーナ
部の加工における所望の精度を維持しようとする場合には、コーナ部での速度低下の割合
が大きくなり、投入される放電エネルギの増大にもかかわらず、結果として高速化の効果
が相殺されてしまうという問題点があった。
以上のように、被加工物のコーナ部の加工におけるコーナ部の加工形状精度の向上と共に
、このコーナ部における加工時間の増大を最小限に抑えることにより加工生産性の向上を
実現することが非常に重要である。
コーナ部における加工時間の増大を抑えるための方法として、加工経路を補正する方法が
知られているが、このような方法ではワイヤ電極が撓んだ状態のままコーナ部が加工され
るので、被加工物の上面から中段面、さらに下面までの全てにわたってコーナ部の形状精
度を改善することは不可能であった。従って、コーナ部の加工形状精度を被加工物の上面
から中段面、さらに下面までの全てにわたって向上させるためには、ワイヤ電極の撓みを
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極力少なくするようにし、即ち放電エネルギをコーナ部で極力減少させ、極力遅い速度で
コーナ部の加工を行う方法しかないと考えられており、従来技術では、被加工物のコーナ
部の加工における加工形状精度及び加工生産性の向上を両立することができないという問
題点があった。
発明の開示
この発明は、前記のような課題を解決するためになされたものであり、コーナ部の加工に
おいて、加工形状精度及び加工生産性の向上を両立することができるワイヤ放電加工方法
及び装置を得ることを目的とする。
この発明に係るワイヤ放電加工方法は、ワイヤ電極と被加工物との極間に放電エネルギを
供給し、前記ワイヤ電極及び被加工物を相対移動させて前記被加工物を加工するワイヤ放
電加工方法において、前記ワイヤ電極による加工経路のコーナ部入口から第１の所定距離
前から前記放電エネルギを漸次低減させながら加工を行う第１の工程と、前記コーナ部入
口において前記ワイヤ電極及び被加工物の相対移動を停止させる第２の工程と、前記相対
移動の停止を所定の判断基準により解除する第３の工程と、前記ワイヤ電極による加工経
路の前記コーナ部及びこのコーナ部通過後から第２の所定距離通過まで、前記放電エネル
ギを、前記コーナ部の半径及び角度の大きさ等のコーナ形状により決定される第１の条件
と所望の加工形状精度等要求仕様により決定される第２の条件の中の少なくともどちらか
に応じた所定の低減割合にて、前記コーナ部入口から第１の所定距離前の放電エネルギに
対して低減した状態で加工を行う第４の工程と、前記ワイヤ電極による加工経路の前記第
２の所定距離通過後から第３の所定距離通過まで前記放電エネルギを漸次増大させながら
加工を行う第５の工程からなるものである。
また、この発明に係るワイヤ放電加工方法は、前記第１の工程及び第５の工程の少なくと
もどちらかにおける加工において、前記放電エネルギの時間変化率を略一定とするもので
ある。
また、この発明に係るワイヤ放電加工方法は、前記第１の工程及び第５の工程の少なくと
もどちらかにおける加工において、パルス休止時間又は平均極間電圧を距離の２次式の関
数となるように変化させるものである。
また、この発明に係るワイヤ放電加工方法は、前記第３の工程における所定の判断基準が
、放電周波数が所定の基準値以下になるか又は平均極間電圧が所定の基準値以上になるか
であるものである。
また、この発明に係るワイヤ放電加工方法は、前記第３の工程における所定の判断基準が
、放電周波数が所定の基準値以下になるか若しくは前記相対移動の停止時間が基準時間以
上になるか、又は、平均極間電圧が所定の基準値以上になるか若しくは前記相対移動の停
止時間が基準時間以上になるかであるものである。
また、この発明に係るワイヤ放電加工方法は、前記基準値として前記コーナ部の内側コー
ナ部及び外側コーナ部に対応した別々の基準値を持ち、前記第３の工程における所定の判
断基準に用いる基準値として製品側となるコーナ側の基準値を用いるものである。
また、この発明に係るワイヤ放電加工方法は、前記第２の所定距離を前記コーナ部の通過
点から前記ワイヤ電極全体が方向変換後の加工溝内に完全に入る点までの距離又はこの距
離に準ずる距離とするものである。
また、この発明に係るワイヤ放電加工方法は、前記第２の工程乃至第４の工程において、
前記コーナ部加工前（例えば前記第１の工程）における設定値よりも、ワイヤテンション
の設定値を上げること及び加工液噴流の圧力又は流量の設定値を下げること、の少なくと
もどちらかを行うものである。
この発明に係るワイヤ放電加工装置は、加工電力供給手段によりワイヤ電極と被加工物と
の極間に放電エネルギを供給し、加工液供給手段により前記極間に加工液を供給し、位置
決め手段により前記ワイヤ電極及び被加工物を相対移動させて前記被加工物を加工するワ
イヤ放電加工装置において、前記ワイヤ電極による加工経路のコーナ部入口から第１の所
定距離前から前記放電エネルギを漸次低減させるように前記加工電力供給手段を制御し、
前記コーナ部入口において前記ワイヤ電極及び被加工物の相対移動を停止させ、この相対
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移動の停止を所定の判断基準により解除して前記相対移動を再開するように前記位置決め
手段を制御し、前記ワイヤ電極による加工経路の前記コーナ部及びこのコーナ部通過後か
ら第２の所定距離通過まで、前記放電エネルギを、前記コーナ部の半径及び角度の大きさ
等のコーナ形状により決定される第１の条件と所望の加工形状精度等要求仕様により決定
される第２の条件の中の少なくともどちらかに応じた所定の低減割合にて、前記コーナ部
入口から第１の所定距離前の放電エネルギに対して低減するように前記加工電力供給手段
を制御し、前記ワイヤ電極による加工経路の前記第２の所定距離通過後から第３の所定距
離通過まで前記放電エネルギを漸次増大させるように前記加工電力供給手段を制御する制
御手段を備えたものである。
また、この発明に係るワイヤ放電加工装置は、前記放電エネルギの制御を前記制御手段に
より前記加工電力供給手段を制御することにより行う場合に、パルス休止時間又は平均極
間電圧を制御するものである。
また、この発明に係るワイヤ放電加工装置は、前記放電エネルギを漸次低減又は増大する
制御を前記制御手段により前記加工電力供給手段を制御することにより行う場合に、前記
放電エネルギの時間変化率を略一定とするものである。
また、この発明に係るワイヤ放電加工装置は、前記放電エネルギを漸次低減又は増大する
制御を前記制御手段により前記加工電力供給手段を制御することにより行う場合に、前記
パルス休止時間又は平均極間電圧を距離の２次式の関数となるように変化させるものであ
る。
また、この発明に係るワイヤ放電加工装置は、前記所定の判断基準が、放電周波数が所定
の基準値以下になるか又は平均極間電圧が所定の基準値以上になるかであるものである。
また、この発明に係るワイヤ放電加工装置は、前記所定の判断基準が、放電周波数が所定
の基準値以下になるか若しくは前記相対移動の停止時間が基準時間以上になるか、又は、
平均極間電圧が所定の基準値以上になるか若しくは前記相対移動の停止時間が基準時間以
上になるかであるものである。
また、この発明に係るワイヤ放電加工装置は、前記基準値として前記コーナ部の内側コー
ナ部及び外側コーナ部に対応した別々の基準値を持ち、前記所定の判断基準に用いる基準
値として製品側となるコーナ側の基準値を用いるものである。
また、この発明に係るワイヤ放電加工装置は、前記第２の所定距離を前記コーナ部の通過
点から前記ワイヤ電極全体が方向変換後の加工溝内に完全に入る点までの距離又はこの距
離に準ずる距離とするものである。
また、この発明に係るワイヤ放電加工装置は、前記コーナ部入口における前記ワイヤ電極
及び被加工物の相対移動の停止から、前記コーナ部通過後から第２の所定距離通過までの
加工の間、前記コーナ部加工前における設定値よりも、ワイヤテンションの設定値を上げ
ること及び加工液噴流の圧力又は流量の設定値を下げること、の少なくともどちらかの制
御を前記制御手段により行うものである。
発明を実施するための最良の形態
実施の形態１．
第１図は、この発明の実施の形態１に係るワイヤ放電加工装置の構成を示す説明図であり
、図において、１はワイヤ電極、２は被加工物、３はワイヤボビン、４は加工液、５ａ及
び５ｂはワイヤ電極１と被加工物２との極間に加工液４を供給する加工液供給手段である
加工液ノズル、６はキャプスタンローラ、７はピンチローラ、８は被加工物２の水平方向
（Ｘ方向）の駆動を行うためのＸテーブル、９は被加工物２の水平方向（Ｙ方向）の駆動
を行うためのＹテーブル、１０はＸテーブル８を駆動する図示しない駆動モータを制御す
るＸ軸サーボアンプ、１１はＹテーブル９を駆動する図示しない駆動モータを制御するＹ
軸サーボアンプ、１２は加工電力供給手段、１３は極間電圧検出手段、１６は制御手段で
ある。
次に動作について説明する。キャプスタンローラ６及びピンチローラ７によりワイヤ電極
１を挟持して牽引しワイヤ電極１を走行させ、通常直径０．０５ｍｍから０．３ｍｍ程度
のワイヤ電極１と被加工物２を対向させ、加工液ノズル５ａ及び５ｂによりワイヤ電極１
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と被加工物２との極間に加工液４を供給しながら、前記極間に加工電力供給手段１２によ
り放電エネルギである加工電力を供給し、位置決め手段であるＸテーブル８及びＹテーブ
ル９等によりワイヤ電極１と被加工物２とを相対移動させて被加工物２を所定の輪郭形状
に加工する。前記位置決め手段によるワイヤ電極１と被加工物２との相対位置決め制御及
び電気加工条件の制御等は制御手段１６により統括される。
以下において、この発明に係るワイヤ放電加工装置により被加工物２のコーナ部の加工を
行う場合について説明する。
ワイヤ電極１の被加工物２に対する相対移動経路が例えば円弧状コーナ部を有する場合に
おいて、使用するワイヤ電極１の直径及び種類、被加工物の材質及び板厚、パルス休止時
間、ワイヤテンション（直線加工におけるもの）等の加工条件を設定すると共に、コーナ
部の加工のために設定する必要のあるコーナ制御用パラメータを設定し、制御手段１６内
の記憶手段に記憶させる。このコーナ制御用パラメータは、例えば以下に示すものである
。即ち、コーナ制御前区間距離（Ｌｐｒｅ）、コーナ部入口でのパルス休止時間（ＯＦＦ
ｐｒｅ）、コーナ部入口での平均極間電圧（ＶＧｐｒｅ）、コーナ部加工中のパルス休止
時間（ＯＦＦｃｏｒｎｅｒ）、コーナ部加工中の平均極間電圧（ＶＧｃｏｒｎｅｒ）、コ
ーナ制御後区間距離（Ｌｐｏｓｔ）である。
第２図は、この発明の実施の形態１に係るワイヤ放電加工方法を示す説明図であり、第２
図の（ａ）は円弧状コーナ部の加工工程の説明図、第２図の（ｂ）はパルス休止時間を制
御して円弧状コーナ部を加工する場合の加工制御の説明図、第２図の（ｃ）は平均極間電
圧を制御して円弧状コーナ部を加工する場合の加工制御の説明図である。また、図中のＯ
ＦＦ、ＶＧ、Ｅ及びｖはそれぞれパルス休止時間、平均極間電圧、放電エネルギ及びワイ
ヤ電極の被加工物に対する相対移動速度であり、Ｌｐｒｅ、ＯＦＦｐｒｅ、ＶＧｐｒｅ、
ＯＦＦｃｏｒｎｅｒ、ＶＧｃｏｒｎｅｒ及びＬｐｏｓｔは前記コーナ制御用パラメータ、
ＯＦＦｉｎｉはコーナ部入口からコーナ制御前区間距離Ｌｐｒｅ前の位置（点Ａ）におけ
る電気加工条件でのパルス休止時間、ＶＧｉｎｉは点Ａにおける電気加工条件での平均極
間電圧、Ｒは加工経路が描くコーナ部の半径、Ｐは加工液噴流の圧力又は流量、Ｔはワイ
ヤテンションである。
第２図の（ａ）において、Ａ乃至Ｅの経路はワイヤ電極１による加工経路を示している。
この発明の実施の形態１に係るワイヤ放電加工方法では、まず、ワイヤ電極１が円弧状コ
ーナ部の入口Ｂからコーナ制御前区間距離（Ｌｐｒｅ）離れた点である点Ａに到達した時
から、円弧状コーナ部入口Ｂに到達するまで、パルス休止時間ＯＦＦ又は平均極間電圧Ｖ
Ｇを、例えば距離の２次式の関数となるような次式（１）又は（２）に従って変化させる
。
ＯＦＦ＝ＯＦＦｉｎｉ＋｛（ＯＦＦｐｒｅ－ＯＦＦｉｎｉ）／Ｌｐｒｅ２ ｝・｛（Ｌｐｒ
ｅ－Ｓ１）２ ｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）
ＶＧ＝ＶＧｉｎｉ＋｛（ＶＧｐｒｅ－ＶＧｉｎｉ）／Ｌｐｒｅ２ ｝・｛（Ｌｐｒｅ－Ｓ１
）２ ｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
ここで、Ｓ１はコーナ部入口Ｂまでの残距離である。
第３図は第２図（ａ）のＬｐｒｅ（点Ａから点Ｂ）における放電エネルギＥの変化を示す
説明図であり、図において、Ｅｉｎｉはコーナ部入口からコーナ制御前区間距離Ｌｐｒｅ
前の位置（点Ａ）における電気加工条件での放電エネルギ、Ｅｐｒｅはコーナ部入口（点
Ｂ）での放電エネルギ、ｌ（実線）は放電エネルギの時間変化率を一定とする線、ｌ１ （
破線）は例えば日本国特開平８－３９３５６号公報に開示された距離の１次式に従ってパ
ルス休止時間等を制御する場合の放電エネルギの時間変化を示す曲線、ｌ２ （一点鎖線）
はこの発明の実施の形態１に係る前記式（１）又は（２）に従ってパルス休止時間等を制
御する場合の放電エネルギの時間変化を示す曲線である。放電エネルギと加工速度は比例
関係にあることから、点ＡからＢまでの所要時間は、ｌ１ の場合はｔ１ となり、ｌ２ の場
合ｔ２ となる。
この発明の実施の形態１に係る前記式（１）又は（２）に従ってパルス休止時間等を制御
する場合の放電エネルギの時間変化ｌ２ （一点鎖線）は略時間変化率が一定となっており
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、距離の１次式に従ってパルス休止時間等を制御する場合の放電エネルギの時間変化ｌ１

（破線）に比べて、点ＡからＢまでの所要時間を短縮することができ、より短時間で適切
にパルス休止時間又は平均極間電圧をコーナ部入口までに変化させワイヤ電極の撓みを効
果的に減少させることができる。
また、第３図のｌ２ のように放電エネルギの時間変化率が略一定である場合と、ｌ１ のよ
うに距離の１次式に従ってパルス休止時間等を制御する場合を比較すると、第３図の例え
ば点Ａ通過後の時間ｔ０ において、距離の１次式に従ってパルス休止時間等を制御する場
合のｌ１ の方が放電エネルギの変化率が大きい。従って、距離の１次式に従ってパルス休
止時間等を制御する場合は、例えば第４図の（ａ）及び（ｂ）に示すように、放電反力が
Ｆ１ からＦ２ に急激に小さくなり、ワイヤ電極１の撓みが急に小さくなるために短絡が発
生しやすくなる。
以上のように、放電エネルギの時間変化率が略一定である場合であるｌ２ の方が、距離の
１次式に従ってパルス休止時間等を制御する場合であるｌ１ に比べ、点ＡからＢまでの所
要時間を短縮することができると共に、加工安定性を向上することができ、Ｌｐｒｅ（点
Ａから点Ｂ）において加工形状精度を向上することができる。
次に、第２図の（ａ）の点Ｂ（円弧状コーナ部入口）まで到達したならば、第２図の（ｂ
）又は（ｃ）に示すように、パルス休止時間ＯＦＦ又は平均極間電圧ＶＧをコーナ部入口
でのパルス休止時間ＯＦＦｐｒｅ又はコーナ部入口での平均極間電圧ＶＧｐｒｅに維持す
ると共にワイヤ電極１の被加工物２に対する相対移動速度を零にする。また、前記相対移
動速度を零にすると共に、ワイヤテンションＴをコーナ部加工前の設定加工条件のワイヤ
テンション以上にし、加工液噴流の圧力又は流量Ｐをコーナ部加工前の設定加工条件の加
工液噴流の圧力又は流量以下にする。
前記Ｌｐｒｅの区間（点Ａから点Ｂ）を加工中に次第に放電エネルギを小さくしてき、入
口Ｂまでにワイヤ電極１の撓みを十分に取るが、この区間が短すぎる場合には、十分に放
電エネルギが減少していたとしてもコーナ部入口（第２図の点Ｂ）に到達した時点におい
てワイヤ電極１の撓みが取りきれずに残ったままであり、前記相対移動速度を零に維持し
ている時間を長くする必要が生じる。あるいは、反対に急激に放電エネルギが減少するこ
とによりワイヤ電極１の撓みが急激に取れ、被加工物２と接触して短絡が発生する。また
、前記相対移動速度を零に維持している時間が長くなることは、加工中のワイヤ電極１と
被加工物２との極間間隙が常に等しい定常状態であっても、ワイヤ電極１の振動により被
加工物２の中段部では特に過大加工が発生しまう可能性が高くなり、例えば内側コーナ部
ではえぐれを生じてしまう可能性が大きくなるので好ましくない。従ってコーナ部入口ま
でにワイヤ電極の撓みを十分に取っておく必要があり、そのためにＬｐｒｅには直線加工
中のワイヤ電極１の撓み量よりも十分に大きな距離が設定されている。
ＯＦＦｐｒｅ又はＶＧｐｒｅの設定値によってコーナ部入口での放電エネルギが決定され
るが、コーナ部入口で十分に放電エネルギが小さくなっていない場合には、前記相対移動
速度を零にすることによる急激なワイヤ電極１の停止により被加工物２の加工面に縦筋が
残る。さらに、Ｌｐｒｅが短すぎた場合と同様に前記相対移動速度を零にする時間が長く
なる。従って、このような問題が発生しないように、コーナ部入口までに放電エネルギが
十分に小さくなるようにＯＦＦｐｒｅ、ＶＧｐｒｅの値が設定されている。
しかし、前記のようにＬｐｒｅ及びＯＦＦｐｒｅ又はＶＧｐｒｅを設定しても、コーナ部
入口に到達する時点では、ワイヤ電極１の被加工物２に対する相対移動が極微小速度で行
われている。このような場合には、前記相対移動の略反対方向にワイヤ電極１が少なから
ず撓んでいることは言うまでもなく、ワイヤ電極１の撓みが零となっていることはありえ
ない。従って、コーナ部入口でワイヤ電極１の被加工物２に対する相対移動速度を零（相
対移動停止）としてこの状態を一定時間維持することにより、完全にワイヤ電極１の撓み
を取り除くことが可能となる。
前記相対移動停止時に、前記相対移動速度を零にすると共に、ワイヤテンションＴをコー
ナ部加工前の設定加工条件のワイヤテンション以上に変更し、加工液噴流の圧力又は流量
Ｐをコーナ部加工前の設定加工条件の加工液噴流の圧力又は流量以下に変更することによ

10

20

30

40

50

(8) JP 3832433 B2 2006.10.11



り、前記相対移動停止時のワイヤ電極１の振動を抑制できること及びより強くなったワイ
ヤテンションによりワイヤ電極１の撓みを取り除こうとする力が大きくなり、より早くワ
イヤ電極１の撓みを取り除くことができることから、被加工物中段部に発生しやすい過大
加工をさらに抑制でき、加工形状精度及び加工生産性の向上を両立することができる。
前記相対移動停止時間が短すぎる場合には、ワイヤ電極の撓みを十分に取り除くことがで
きなくなるため、だれが残り、反対に前記相対移動停止時間が長すぎる場合には、ワイヤ
電極の振動により特に被加工物の中段部を過大加工をしてしまう恐れがある。高精度化を
実現するためには、前記相対移動停止時間の設定を例えば１秒単位で正確に設定すること
が重要となる。日本国特開２０００－８４７４３号公報に記載されているような経過時間
のみで前記相対移動停止時間を設定する場合にはあらゆる加工条件に応じて最適な停止時
間を求めるのは難しく、前記のような問題が発生しやすい。例えば、様々な加工条件等の
設定値に対応して最適な前記相対移動停止時間を求めようとした場合は、実際に行われる
と考えられるあらゆる加工条件を想定して前記相対移動停止時間の実験式又はテーブルを
作っておく必要があり、現実問題として非常に困難である。また、ユーザが前記相対移動
停止時間を入力するようにした場合でも、試し加工を実際に何度も行わなければならない
。
第５図は、この発明の実施の形態１に係るコーナ部入口（第２図の点Ｂ）での前記相対移
動停止を解除する条件設定方法を示す説明図であり、図において、ｆは放電周波数、ＶＧ
は平均極間電圧、ＴＨｆ１ は放電周波数の基準値、ＴＨＶ Ｇ １ は平均極間電圧の基準値、
ＴＨｆ２ はワイヤ電極の撓みを若干許容する場合の放電周波数の基準値、ＴＨＶ Ｇ ２ はワ
イヤ電極の撓みを若干許容する場合の平均極間電圧の基準値、ｔｓ１ はＴＨｆ１ 又はＴＨ

Ｖ Ｇ １ に対応する前記相対移動停止時間、ｔｓ２ はＴＨｆ２ 又はＴＨＶ Ｇ ２ に対応する前
記相対移動停止時間である。
どのような加工であっても前記相対移動停止によりワイヤ電極の撓みがなくなるにつれ、
極間の状態は開放状態に近づき、第５図のように放電周波数ｆが零に近づくと共に平均極
間電圧ＶＧが開放状態での平均極間電圧（オープン電圧）へ近づく。このオープン電圧は
無負荷電圧及びパルス休止時間に依存し、ワイヤ放電加工装置の持っている静電容量及び
インダクタンスにより決定される。前記静電容量及びインダクタンスはワイヤ放電加工装
置の機械の相違による加工特性の違いをなくすために、どの機械においても略一定となっ
ている。従って、この発明では、前記オープン電圧をある機械における無負荷電圧のパラ
メータ設定数とパルス休止時間のパラメータ設定数の組み合わせ分だけ測定しておけばよ
い。また、この測定作業において実際に被加工物の加工を行う必要もないため、前記相対
移動停止の解除条件として用いる平均極間電圧の基準値を簡単に決定することができる。
このように、コーナ部入口での前記相対移動停止を解除する条件としては、放電周波数が
前記所定の基準値以下になるか又は平均極間電圧が前記所定の基準値以上になるかを判断
基準として用いることができる。
また、放電周波数の基準値の設定であれば何ｋＨｚ以下と絶対値で指定しても、直線時の
何％というように相対値で指定してもよく、これら平均極間電圧又は放電周波数の基準値
をコーナ部の半径Ｒ及びコーナ部角度のコーナ形状に応じて、例えばＲが大きくワイヤ電
極の撓み量がある程度許されるような場合には、前記相対移動停止時間が短くなるような
基準値（平均極間電圧の基準値は低め（ＴＨＶ Ｇ ２ ）、放電周波数の基準値は高め（ＴＨ
ｆ２ ））に変更することにより、コーナ部の加工形状精度を向上させながら、さらに加工
時間を短縮することができる。
前記相対移動停止前にワイヤ電極の撓みを取り除くことが不十分であり前記相対移動停止
時間が長くなるような状態が生じた場合には、第６図に示すように内側コーナ部において
前記停止時間が長すぎる場合は被加工物２の中段部にえぐれを生じやすく、内側コーナ部
が製品となる場合には製品部分にこのようなえぐれ部分が残ってしまうことになる。この
ような場合において、内側コーナ部と外側コーナ部でそれぞれ別々の基準値（放電周波数
の基準値又は平均極間電圧の基準値）を持ち、内側コーナ部側又は外側コーナ部側のどち
らかが製品となるため、製品側の基準値を参照して、前記相対移動停止を解除すればよい
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。
また、例えば内側コーナ部と外側コーナ部でそれぞれ別々の基準値を持つ場合において、
内側コーナ部では被加工物中段部に前記のえぐれ部が生じやすいため、このようなえぐれ
部の発生を防止するために前記相対移動停止時間を短くするような基準値の設定とし、外
側コーナでは確実にワイヤ電極の撓みを取れるように前記相対移動停止時間を長くするよ
うな基準値の設定とすることもできる。
以上のように放電周波数が前記所定の基準値以下になるか又は平均極間電圧が前記所定の
基準値以上になるかを判断基準として用いる代わりに、放電周波数が基準値以下になるか
又は平均極間電圧が基準値以上になるか、及び前記相対移動停止時間が基準時間以上にな
るか、の２つを判断基準として用いることもできる。放電周波数と前記相対移動停止時間
でみる場合には、放電周波数が基準値を下回るか、前記相対移動停止時間が基準時間以上
になるかの早い時点で前記相対移動停止を解除し、平均極間電圧と前記相対移動停止時間
でみる場合には、平均極間電圧が基準値を上回るか、前記相対移動停止時間が基準時間以
上になるかの早い時点で前記相対移動停止を解除する。このような場合において、前記基
準時間を若干長めに設定しておき、例えば前記相対移動停止を解除する条件として平均極
間電圧と前記相対移動停止時間の２つを見ている場合において、加工中に何らかの問題、
例えば短絡気味の加工を行ってしまい平均極間電圧が前記相対移動停止中に十分に増大し
ない場合等でも、前記相対移動停止時間が前記基準時間以上となった場合に前記相対移動
停止を解除することにより、コーナ部で前記相対移動停止の解除が行われなくなることを
防ぐことができる。
次に、第２図の（ａ）の円弧部分（点Ｂから点Ｃ）と下記式（３）で表される距離Ｌ（点
Ｃから点Ｄ）の間、即ち点Ｂから点Ｄまでの加工中は、パルス休止時間ＯＦＦ又は平均極
間電圧ＶＧをＯＦＦｉｎｉ≦ＯＦＦｃｏｒｎｅｒ≦ＯＦＦｐｒｅなるパルス休止時間ＯＦ
Ｆｃｏｒｎｅｒ、又はＶＧｉｎｉ≦ＶＧｃｏｒｎｅｒ≦ＶＧｐｒｅなる平均極間電圧ＶＧ
ｃｏｒｎｅｒとすることにより放電エネルギを小さく維持したまま加工する。
Ｌ＝（ｄ／２＋ｇ－Ｒ）／ｔａｎ（θ／２）＋ｄ／２　　　　　　　（３）
ここで、ｄはワイヤ電極の直径、ｇは放電ギャップ、Ｒは加工経路が描くコーナ部の半径
、θはコーナ部角度である。また、Ｌ≦０となる場合はＬ＝０とする。
具体的には、コーナ部の半径Ｒが大きい程、又はコーナ部角度θが大きい程、コーナ部の
だれが発生しにくいと考えられ、ワイヤ電極の撓みが若干許容されるのでＯＦＦｃｏｒｎ
ｅｒ又はＶＧｃｏｒｎｅｒの制御量を変更する割合（例えばＯＦＦｉｎｉ又はＶＧｉｎｉ
に対するＯＦＦｃｏｒｎｅｒ又はＶＧｃｏｒｎｅｒの比率）を小さくする。
このようなコーナ部の半径Ｒ及びコーナ部角度θの大きさと前記制御量を変更する割合と
の関係は、例えば実験により求めておくことができる。
以上のようにコーナ部の半径Ｒ及びコーナ部角度θの大きさ並びに要求される被加工物の
加工形状精度等に対応した前記制御量を変更する割合を予め求めておき、例えば第１図の
制御手段１６内の記憶手段に保存しておき、加工条件に応じて呼び出せばよい。
このように前記制御量を変更する割合を必要最小限として、放電エネルギを必要以上に低
減させないため、加工時間の増大を抑制することができる。
コーナ部では、第７図の（ａ）に示すように加工液が方向変換前の方向４ａへ流れようと
するため、ワイヤ電極１が方向変換前の方向にも撓みやすい（たわみ方向Ｇ）が、第７図
の（ｂ）に示すようにワイヤ電極１全体が方向変換後の加工溝内に完全に入るまで（コー
ナ通過後の点Ｃから式（３）で規定される距離Ｌだけ離れた点Ｄまで）又はこの方向変換
後の加工溝内に完全に入る位置（点Ｄ）の近傍まで放電エネルギ等をコーナ部における設
定値と同様の値に維持する。
日本国特開２０００－８４７４３号公報に開示されたワイヤ放電加工方法及び装置では、
この所定の距離Ｌ上の加工経路終点をワイヤ電極１の断面円形状の前半分が方向変換後の
加工溝内に入るまで（例えば第７図の（ｂ）の点Ｄ’）としており（従って式（３）とは
Ｌの値が異なる）、第７図の（ａ）に示すように加工液の流れ４ａによりワイヤ電極１は
方向変換前の方向へ撓みやすい状態であるにもかかわらず、点Ｄ’で加工速度及び放電エ
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ネルギ等の設定を戻し始めるので、例えば第８図のようにコーナ部の出口側に凸部を生じ
る可能性がある。
この発明においては、前記所定の距離Ｌを式（３）で規定される値、即ち第７図の（ｂ）
のコーナ通過後の点Ｃからワイヤ電極１全体が方向変換後の加工溝内に完全に入る点Ｄま
での距離、又はこの距離に準ずる距離としており、加工液流れ（第７図の（ａ）の４ａ）
によるワイヤ電極の撓みが発生しなくなるまで放電エネルギ等をコーナ部における設定値
と同様の値に維持しているため、コーナ出口側に凸部を生じさせることがなくコーナ部加
工形状精度をより向上させることができる。
次に、ワイヤ電極１が第２図の（ａ）の点Ｄに到達したならば、点Ｅに到達するまでの間
に、パルス休止時間又は平均極間電圧を、例えば距離の２次式の関数となるような次式（
４）又は（５）に従って変化させ、コーナ部加工前の値に戻す。
ＯＦＦ＝ＯＦＦｃｏｒｎｅｒ－｛（ＯＦＦｃｏｒｎｅｒ－ＯＦＦｉｎｉ）／Ｌｐｏｓｔ２

｝×（Ｓ２２ ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４）
ＶＧ＝ＶＧｃｏｒｎｅｒ－｛（ＶＧｃｏｒｎｅｒ－ＶＧｉｎｉ）／Ｌｐｏｓｔ２ ｝×（Ｓ
２２ ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５）
ここで、Ｌｐｏｓｔは距離Ｌ加工後に短絡・断線等を発生させることないように設定され
た所定の距離（点ＤからＥまでの距離）、Ｓ２は点Ｄからの距離である。
このように放電エネルギの時間変化率を略一定とするようにコーナ部加工前の値に戻すた
め、コーナ制御後区間距離Ｌｐｏｓｔ（点Ｄから点Ｅ）においても、前記コーナ制御前区
間距離Ｌｐｒｅ（点Ａから点Ｂ）における説明と同様の効果を奏する。
実施の形態２．
第９図は、この発明の実施の形態２に係るワイヤ放電加工方法を示す説明図であり、第９
図の（ａ）はエッジ状コーナ部の加工工程の説明図、第９図の（ｂ）はパルス休止時間Ｏ
ＦＦを制御してエッジ状コーナ部を加工する場合の加工制御の説明図、第９図の（ｃ）は
平均極間電圧ＶＧを制御してエッジ状コーナ部を加工する場合の加工制御の説明図である
。第９図において、実施の形態１の第２図と同一符号は同一又は相当部分を示している。
また、この発明の実施の形態２に係るワイヤ放電加工装置の構成及び動作は実施の形態１
の第１図の説明と同様である。
第９図におけるコーナ制御は、実施の形態１の第２図において点ＢからＣまでがない場合
に相当し、実施の形態１の式（３）のＬの計算において加工経路が描くコーナ部の半径Ｒ
を零とした場合に相当する。
産業上の利用可能性
以上のように、この発明に係るワイヤ放電加工方法及び装置は、ワイヤ放電加工作業に用
いられるのに適している。
【図面の簡単な説明】
第１図は、この発明の実施の形態１に係るワイヤ放電加工装置の構成を示す説明図である
。
第２図は、この発明の実施の形態１に係るワイヤ放電加工方法を示す説明図である。
第３図は、コーナ制御前区間距離における放電エネルギの変化を示す説明図である。
第４図は、放電反力の急激な変化により短絡が発生した場合を示す説明図である。
第５図は、この発明の実施の形態１に係るコーナ部入口での相対移動停止を解除する条件
設定方法を示す説明図である。
第６図は、コーナ部の加工例を示す説明図である。
第７図は、コーナ部の加工例を示す説明図である。
第８図は、コーナ部の加工例を示す説明図である。
第９図は、この発明の実施の形態２に係るワイヤ放電加工方法を示す説明図である。
第１０図は、従来のワイヤ放電加工装置の構成を示す説明図である。
第１１図は、従来のワイヤ放電加工装置によるコーナ部の加工例を示す説明図である。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】
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